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乗合バス運賃に関する制度

乗合バス運賃： 上限運賃認可制 （道路運送法第９条）

【上限運賃認可の主な審査基準】
① 能率的な経営の下における適正な原価に適正な利潤を加えたものであること。
② 旅客の利益を阻害するおそれがあるものでないこと。
③ 特定の旅客に対し不当な差別的取扱いをするものでないこと。
④ 他の事業者との間に不当な競争を引き起こすこととなるおそれがないこと。

○ 運賃改定の方法

個別事業者ごとに、上限運賃を国土交通大臣（又は地方運輸局長）が認可。

認可を受けた上限運賃の範囲（上限の８０％まで）内で実施運賃を届出。

上限認可・実施運賃届出制

【道路運送法第９条第１項】
一般乗合旅客自動車運送事業を経営する者は、旅客の運賃及び料金の上限を定め、国土交通大臣の認可を受けな
ければならない。これを変更しようとするときも同様とする。
※ただし、認可申請に係る運賃等の上限が適用されることとなる路線の長さが２００キロメートル未満であり、かつ、当該路線に係る
事業用自動車の総数が１００両未満であるものについては、地方運輸局長権限により認可。
（施行令第1号第2項及び施行規則第67条第1項第3号）

【道路運送法第９条第３項】
一般乗合旅客自動車運送事業者は、第１項の認可を受けた運賃等の上限の範囲内で運賃を定め、あらかじめ、そ
の旨を国土交通大臣に届け出なければならない。これを変更しようとするときも同様とする。
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上限運賃認可について

１．総括原価方式

乗合バス事業の経営に必要な営業費に適正な利潤を加えた総括原価を

求め、総収入がこれと等しくするように運賃水準を決定する「総括原価方式」

を用いている。

【原価として認める費用項目】

・人件費 ・車両に関する費用（購入費・修繕費・償却費）

・燃料油脂費 ・一般管理費 ・営業外費用（金融費用等）

・その他運送費（諸税・保険料等） ・適正利潤

２．収入・費用の査定方法

収 入：実績に基づき、過去の輸送傾向を見込んで運送収入を算出。

費 用：ヤードスティック方式（ブロック毎に標準原価を算出し、それとの比較で事業者の各費用項目の申

請値を査定。事業者からの申請原単位とブロック標準原単位との和半値等で算定。）により査定。

３．上限運賃の変更要否基準等

原価計算の基礎となる実績年度の適正利潤を含む収支率が１００％以下の場合、又は、その 翌年度

の適正利潤を含む収支率が１００％以下と推定される場合で上限運賃の引き上げによら なければ収支

改善が見込めない場合についてのみ、上限運賃の引き上げを認めるものとする。

＜総括原価方式のイメージ図＞
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下限運賃の設定において平均原価を採用する費目標準原価ブロックの設定状況

・全国を２１ブロックに分けて、毎年、事業者からの報告に基づき、標準原価を作成。

地域区分 適用地域 地域区分 適用地域

北北海道 旭川、帯広、釧路及び北見運輸支局管内 北陸 福井県、石川県及び富山県

南北海道 札幌、函館及び室蘭運輸支局管内 北近畿
滋賀県、京都府及び兵庫県（京阪神に属する
地域を除く。）

東北 青森県、岩手県、宮城県及び福島県 南近畿 奈良県及び和歌山県

羽越 秋田県、山形県及び新潟県 京阪神
大阪府、京都府（京都市を含む大阪府に隣接
する地域）及び兵庫県（神戸市及び明石市を含
む大阪府に隣接する地域）

長野 長野県 山陰 鳥取県及び島根県

北関東 群馬県、栃木県及び茨城県 山陽 岡山県、広島県及び山口県

千葉 千葉県 四国 香川県、愛媛県、徳島県及び高知県

武蔵・相模
埼玉県、東京都三多摩地区及び神奈川県（京浜及び山
梨・静岡ブロックに属する地域を除く。）

北九州 福岡県、佐賀県、長崎県及び大分県

京浜
東京都特別区、三鷹市、武蔵野市、調布市、狛江市、川
崎市及び横浜市

南九州 熊本県、宮崎県及び鹿児島県

山梨・静岡 山梨県、静岡県及び神奈川県西部 沖縄 沖縄県

東海 愛知県、三重県及び岐阜県
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申請

【道路運送法第9条第1項】
一般乗合旅客自動車運送事業を経営
する者は、旅客の運賃及び料金の上限
を定め、国土交通大臣の認可を受けなけ
ればならない。これを変更しようとすると
きも同様とする。

地方運輸局長

【道路運送法施行規則第67条】
－地方的な路線－

路線の長さが200㎞未満
かつ

保有車両数100両未満

国土交通大臣

審査 認可

運輸審議会

【道路運送法第88条の2】国土交通大臣は、乗合バスの運賃等の上
限を認可する場合は、運輸審議会に諮らなければならない。

認可
消費者庁

【平成23年3月14日 物価担当官会議申合せ】 「公共料金等の新規
設定及び変更の取扱いについて」

手続き車両数

400両以上（200両以上） 協議

399両以下（199両以下） 情報提供 （事後連絡）

・物価問題に関する関係閣僚会議に付議
6大都市に係る基本運賃
＊東京都、横浜市、名古屋市、大阪市、京都市、神戸市の公営事
業者、東京都区内の民営事業者に係るもの

＊（ ）内は公営事業者及び政令指定都市に路線を有する民営
事業者に係るもの

審査

乗合バスの上限運賃の改定手続

上限運賃変更認可申請から認可までの流れ

【消費者庁への対応】
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乗合バス事業の情報公開の実施状況

情報公開ガイドライン

「乗合バス事業の情報提供ガイドライン」を策定し、国土交通省及び事業者において、以下の
情報を公表しているところ。

【事業者】

基礎的な情報提供

・ 運賃料金のメニュー、金額の一覧
・ 運賃料金、サービス等に関する問い合わせ先
・ 苦情に関する問い合わせ先

上限運賃設定（改定）及び実施運賃届出時
の情報提供（定期的又は随時含む）

・ 運賃設定（改定）の申請の概要、運賃改定率等
・ 収支状況、輸送人員実績及び見込み等
・ 経営合理化の状況
・ 運賃料金の多様化の内容（割引の内容等）
※決算の内容（定期的又は随時のみ）

【国土交通省】

基礎的な情報提供

・ 運賃及び料金の審査基準、標準処理期間
・ 行政の苦情に関する問い合わせ先

上限運賃設定（改定）及び実施運賃届出時
の情報提供

・ 上限運賃設定（改定）の申請の概要
・ 実施運賃届出の概要
（上限運賃の設定（改定）時以外での届出のみを行う場合）

・ 事業者の情報提供を補完する事項

定期的又は随時に提供

・ 乗合バス事業の収支状況等
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上限運賃改定の審査手続きにおける消費者の参画

利害関係人からの意見聴取

事 業 者 認 可 申 請

上限運賃変更の認可（実施運賃届出）

改 定 運 賃 の 実 施

申 請 事 案 の 公 示

上限運賃設定（改定）要否の判断

審 査

運 輸 審 議 会 へ の 諮 問 学界、経済界、法曹界等の学識経験者で構成

利害関係人からの意見の聴取（道路運送法第89条）

・消費者団体の代表者から意見を聴取

・聴取の申請は公示の日から１０日以内。

・意見聴取のみならず、質疑応答の機会も確保。
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運賃の妥当性の事後的・継続的検証及び経営の効率化の促進

運賃の妥当性の事後的・継続的検証

○ 国土交通省は、毎年度、乗合バス事業者から提出される「要素別原価報告書」を用いて、ブロック毎の
標準原価を算出することにより、運賃の妥当性の事後的な検証を継続的に実施している。
・上限運賃変更認可申請時同様、以下について報告を求めている。

【収入】運送収入、運送雑収、営業外収益

【費用】人件費、車両に関する費用（購入費・修繕費・償却費）、燃料油脂費、一般、管理費、

営業外費用（金融費用等）、その他運送費（諸税・保険料等）、適正利潤

上記の情報から、年度収支状況や、運賃原価の上昇、人件費の抑制等による経営の効率化の状況を把

握し、検証に努めている。

経営効率化の促進

○ 「乗合バス事業の情報提供ガイドライン」に基づき、毎年度、国土交通省より報告している乗合バス事
業の収支状況報告の中で、主な費用項目について対前年度比ベースで増減を算出、公表することにより、
乗合バス事業者の更なる経営効率化を促している。

○ 「乗合バス事業の情報提供ガイドライン」において、事業者団体における情報提供として、運賃等の
問い合わせ先を明示することで、高齢者、障害者等に対する割引運賃等の案内をするとともに、事業者
団体や各事業者のホームページや営業所において割引運賃等を案内している。

高齢者等に対する情報提供
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乗合バスの輸送人員・営業収入・事業者数の推移
輸送人員（百万人）

88.5% 89.5% 89.7% 8

乗合バス事業の現状について

事業者数（者）
営業収入（１０億円）

輸送人員

事業者数

営業収入

平成18年10月１日
事業区分の変更平成14年２月１日

乗合バス規制緩和

経営効率化を目的とした
分社化による増

事業区分の変更に伴う増、

（乗合タクシーが、区域乗合事
業者として取り扱われることと
なったこと等による増）

 輸送人員及び営業収入は引き続き長期的に減少傾向。
 分社化などに伴い事業者数は増加しているが、新規参入は限定的。

※平成18年10月に施行された改正道路運送法に伴い、乗合バス事業者とみなされた者を除く。

89.9% 89.1% 88.8% 90.7% 92.0% 92.6% 93.0% 93.0% 93.1% 92.6% 92.8%収支率






































